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(57)【要約】
【課題】本発明が解決しようとする課題は、低極性でかつ表面強度の低い難付着性基材に
対して、従来よりも少ない塗布量であっても優れた初期接着強度と常態接着強度と耐熱水
接着強度とを発現可能であって、更には、その使用環境温度が低温であっても、優れた初
期接着強度と常態接着強度と耐熱水接着強度とを発現可能な湿気硬化型ポリウレタンホッ
トメルト接着剤を提供することである。
【解決手段】本発明は、分子側鎖に脂肪族環式構造を有するアクリルポリオール（ａ１）
と、４０００～７０００の範囲の数平均分子量し、かつ２，２－ジメチル－１,３－プロ
ピレン基を有するポリエステルポリオール（ａ２）とを含むポリオール（Ａ）及びポリイ
ソシアネート（Ｂ）を反応させて得られるウレタンプレポリマー（Ｃ）を含有してなるこ
とを特徴とする湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤に関するものである。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
分子側鎖に脂肪族環式構造を有するアクリルポリオール（ａ１）と、４０００～７０００
の範囲の数平均分子量を有し、かつ２，２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有するポ
リエステルポリオール（ａ２）とを含むポリオール（Ａ）及びポリイソシアネート（Ｂ）
を反応させて得られるウレタンプレポリマー（Ｃ）を含有してなることを特徴とする湿気
硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤。
【請求項２】
前記アクリルポリオール（ａ１）が、脂肪族環式構造を１０～３５質量％有するものであ
る、請求項１に記載の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤。
【請求項３】
前記分子側鎖に脂肪族環式構造を有するアクリルポリオール（ａ１）が水酸基含有アクリ
ル単量体及び脂肪族環式構造含有アクリル単量体を重合して得られるものである、請求項
１に記載の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤。
【請求項４】
前記ポリエステルポリオール（ａ２）が、ネオペンチルグリコールと２～１２の炭素原子
を有する直鎖脂肪族ジオールと４～１０の炭素原子を有する直鎖脂肪族ジカルボン酸とを
反応させて得られるものである、請求項１に記載の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト
接着剤。
【請求項５】
前記ポリイソシアネート（Ｂ）が、ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート及び４
，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、又は、カルボジイミド変性ジフェニルメタ
ンジイソシアネート及び４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートである、請求項１
に記載の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤。
【請求項６】
前記ポリオール（Ａ）が、更に５００～３０００の範囲の数平均分子量を有し、かつ２，
２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有する脂肪族ポリエステルエーテルポリオール（
ａ３）を含むものである、請求項１または５に記載の湿気硬化型ポリウレタンホットメル
ト接着剤。
【請求項７】
前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）が、前記ポリオール(Ａ)及び前記ポリイソシアネート（
Ｂ）の合計１００質量部に対して、前記脂肪族環式構造含有アクリルポリオール（ａ１）
を１～３０質量部、前記ポリエステルポリオール（ａ２）を１～３０質量部含むポリオー
ルとポリイソシアネート（Ｂ）とを反応させて得られるものである、請求項１に記載の湿
気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤。
【請求項８】
前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）が、前記ポリオール(Ａ)及び前記ポリイソシアネート（
Ｂ）の合計１００質量部に対して、前記脂肪族環式構造含有アクリルポリオール（ａ１）
を１～３０質量部、前記ポリエステルポリオール（ａ２）を１～３０質量部、及び前記脂
肪族ポリエステルエーテルポリオール（ａ３）を１～３０質量部含むポリオールとポリイ
ソシアネート（Ｂ）とを反応させて得られるものである、請求項５に記載の湿気硬化型ポ
リウレタンホットメルト接着剤。
【請求項９】
多孔質基材表面上に請求項１～９のいずれかに記載の湿気硬化型ポリウレタンホットメル
ト接着剤からなる接着層を有し、該接着層上に基材からなる層を有する造作部材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内装建築部材等の製造に使用可能な湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接
着剤に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　従来より、建築分野では、防音性能や断熱性能などの要請から、ポリウレタンフォーム
やポリオレフィンフォーム等の多孔質基材に木質基材等を貼り合わせた造作部材が広く使
用されている。特に、ポリオレフィンフォームは、防音性能及び断熱性能に優れ、かつ該
フォームの優れた防湿性能に起因して木質基材の寸法安定性を向上できることから、例え
ば天井材、壁材、床材等の造作部材に使用されている。
【０００３】
　しかし、前記したような多孔質基材は、通常、非常に柔軟性に富んでいるため、その表
面に基材を接着する際に、基材同士を十分に密着させることができず、その結果、基材間
の表面剥離を引き起こしやすいという問題があった。
【０００４】
　ところで、前記造作部材の製造には、一般にシックハウスの原因となりうる有機溶剤を
実質的に含まない無溶剤の環境対応型接着剤の使用が検討されている。
【０００５】
　前記環境対応型接着剤としては、例えば、基材に対する良好な追随性と接着強さとを有
するものとして知られる湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤が使用されている。
【０００６】
　具体的には、各種検討されており、例えば、分子骨格内にポリエステルブロック及び、
ポリアミドブロックを有し、かつ分子末端にイソシアネート基または加水分解性シリル基
を有するウレタンプレポリマーを用いた湿気硬化性ホットメルトウレタン樹脂組成物が提
案されている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００７】
　また、イソシアネート基を有するウレタンプレポリマー及びメタロセンポリオレフィン
からなる反応性ホットメルト接着剤が、ポリオレフィン樹脂への密着力を維持し、初期強
度及び硬化後の接着強度に優れることが知られている（例えば、特許文献２参照。）。
【０００８】
　また、イソシアネート基含有ホットメルトウレタンプレポリマー、酸性リン酸エステル
及びシランカップリング剤を含有してなる無溶剤型湿気硬化性ホットメルト接着剤組成物
が、ポリ塩化ビニルやＰＥＴ－Ｇ、ＰＥＴ、アルミ、鋼板等の幅広い被着体に対して優れ
た接着強度や耐熱接着性を発現できることが知られている（例えば、特許文献３参照。）
。
【０００９】
　しかし、一般に使用されている前記接着剤では、前記したようなフォーム等の難付着性
基材に対して優れた初期接着強度及び常態接着強度を発現することが困難であり、更には
、前記造作部材が熱や水等が接触した場合に、その接着強度が低下する場合があった。
【００１０】
　また、前記造作部材の製造コストの低減や環境負荷低減の観点から、前記接着剤の使用
量の低減が進められているが、概ね５０～８０ｇ／ｍ２程度の従来の塗布量を、産業界か
ら求められているレベルである概ね３０ｇ／ｍ２以下にした場合に、前記初期接着強度及
び常態接着強度が格段に低下する場合があった。
【００１１】
　また、前記造作部材の製造は、年間を通して行われるものであって、その製造環境温度
は、夏場と冬場とで大きく変化する。ここで、造作部材を冬場に製造するに際して、前記
接着剤を用いた場合、該接着剤では、基材に対する良好な濡れ性を発現できず、その結果
、その塗布量を従来レベルの厚塗りにした場合であっても初期接着強度等の低下を引き起
こす場合があった。
【００１２】
【特許文献１】特開平１０－１１０１５３号公報
【特許文献２】特開２００４－１０８０９号
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【特許文献３】特開２００５－２３２４３７号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明が解決しようとする課題は、低極性でかつ表面強度の低い難付着性基材に対して
、従来よりも少ない塗布量であっても優れた初期接着強度と常態接着強度と耐熱水接着強
度とを発現可能であって、更には、その使用環境温度が低温であっても、優れた初期接着
強度と常態接着強度と耐熱水接着強度とを発現可能な湿気硬化型ポリウレタンホットメル
ト接着剤を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者等は、接着剤の前記難付着性基材に対する親和性を向上させることが、各種接
着強度を向上させるうえで重要であると考え検討を進めた。
　はじめに、難付着性基材としてのポリオレフィンフォームへの親和性と、初期接着強度
との向上が期待できるという理由から、前記接着剤を構成するウレタンプレポリマー中に
脂肪族環式構造を導入することを検討した。具体的には、脂肪族環式構造を有するポリオ
ールやポリイソシアネートを反応させて得られるウレタンプレポリマーを検討したが、所
望の効果を発現させることはできなかった。
【００１５】
　本発明者等は、ウレタンプレポリマー中における脂肪族環式構造の位置が重要であるの
ではないかと考え検討を進めた結果、脂肪族環式構造がウレタンプレポリマーの分子側鎖
に存在し、かつ前記脂肪族環式構造がウレタンプレポリマーを構成するポリオールのうち
、アクリルポリオールに由来するものであるウレタンプレポリマーを含む湿気硬化型ポリ
ウレタンホットメルト接着剤であれば、前記ポリオレフィンフォーム等の難付着性基材に
対してある程度良好な初期接着強度、常態接着強度等を発現することを見出した。
　しかし、前記接着剤は、その作業環境が冬場の低温下において、優れた初期接着強度、
常態接着強度及び耐熱水接着強度を十分に発現できるとはいいがたいものであった。
【００１６】
　一方で、本発明の課題を解決することを目的として、ウレタンプレポリマーを構成する
ポリオールの組成を変更し検討を進めるなかで、４０００～７０００の数平均分子量を有
し、かつ２，２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有する脂肪族ポリエステルポリオー
ルとポリイソシアネートとを反応させて得られるウレタンプレポリマーを検討した。
　しかし、前記ウレタンプレポリマーを含む接着剤は、依然として低温環境下において、
優れた初期接着強度、常態接着強度及び耐熱水接着強度を発現できるものではなかった。
【００１７】
　本発明者等は更に検討を進め、前記ポリオールとして、分子側鎖に脂肪族環式構造を有
するアクリルポリオールと前記４０００～７０００の数平均分子量を有し、かつ２，２－
ジメチル－１,３－プロピレン基を有する脂肪族ポリエステルポリオールとを組み合わせ
、該ポリオールとポリイソシアネートとを反応させて得られるウレタンプレポリマー含有
の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤が、予想外にも、従来より塗布量が少なく
ても、低温環境下において、優れた初期接着強度と常態接着強度と耐熱水接着強度とを発
現可能であることを見出し、本発明を完成させるに至った。
【００１８】
　即ち、本発明は、分子側鎖に脂肪族環式構造を有するアクリルポリオール（ａ１）と、
４０００～７０００の範囲の数平均分子量し、かつ２，２－ジメチル－１,３－プロピレ
ン基を有するポリエステルポリオール（ａ２）とを含むポリオール（Ａ）及びポリイソシ
アネート（Ｂ）を反応させて得られるウレタンプレポリマー（Ｃ）を含有してなることを
特徴とする湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤に関するものである。
【発明の効果】
【００１９】
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　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤によれば、低極性でかつ表面強度
の低い難付着性基材に対して、従来より少ない塗布量であっても優れた初期接着強度と常
態接着強度と耐熱水接着強度とを発現可能であって、更には、その使用環境温度が低温で
あっても、優れた初期接着強度と常態接着強度と耐熱水接着強度とを発現可能であること
から、例えばポリオレフィンフォーム等の難付着性基材を用いた、床材や壁材等の建築部
材の製造に使用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤は、後述する特定のポリオール（
Ａ）及びポリイソシアネート（Ｂ）を反応させて得られるウレタンプレポリマー（Ｃ）を
主成分として含有し、必要によりその他の添加剤等を含有してなるものである。
【００２１】
　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤に含まれるウレタンプレポリマー
（Ｃ）は、空気中やそれが塗布される基材中に存在する水分と反応して架橋構造を形成し
うるイソシアネート基を分子内に有する化合物であって、常温で固体あるいは粘稠な性状
を有するものである。
【００２２】
　なお、一般に、ウレタンプレポリマーといわれるものは、比較的低分子量のものが多い
が、当業者においては、数万の数平均分子量（Ｍｎ）を有するものもウレタンプレポリマ
ーと称されており、本発明においても数万の数平均分子量を有するウレタンプレポリマー
を使用することができる。
【００２３】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）の数平均分子量は、１０００～３００００の範囲が好
ましく、４０００～１００００の範囲がより好ましい。ウレタンプレポリマーの数平均分
子量が前記範囲であれば、初期接着強度に優れ、かつ加熱溶融状態での濡れ性が良好な湿
気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得ることができる。
【００２４】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）は、湿気架橋反応性とホットメルト性の２つの特性を
共に有する。
【００２５】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）が有する湿気架橋反応性は、ウレタンプレポリマー（
Ｃ）が有するイソシアネート基と湿気（水）が反応して開始する架橋反応に由来するもの
であり、ウレタンプレポリマー（Ｃ）が有するイソシアネート基に起因する性質である。
【００２６】
　一方、前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）が有するホットメルト性は、選択するウレタン
プレポリマー（Ｃ）の分子構造に起因する性質であり、常温では固体あるいは粘稠な性状
であるが、加熱すると溶融し、流動状態あるいは液状となる性質もしくは物質の総称であ
り、例えばエチレン酢ビ系に代表されるホットメルト等が一般に知られている。
【００２７】
　ホットメルト性は軟化点と密接な関係があり、一般に使用するウレタンプレポリマーの
軟化点が低いほど作業性は良好となり、逆に、軟化点が高いほど接着強度は良好になる傾
向がある。
【００２８】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）の軟化点は、好ましくは４０～１２０℃の範囲であり
、前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）の軟化点がかかる範囲であれば、作業性も良好であり
、接着強さに優れる湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤が得られる。なお、本発
明でいう軟化点とは、ウレタンプレポリマーの温度を段階的に上昇させた場合に、熱流動
し始め凝集力を失う温度をいう。
【００２９】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）の軟化点の調整方法としては、例えば、（１）ウレタ
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ルを使用した場合における、該ポリエステルポリオールのポリアルキレン鎖の結晶性によ
る調整方法、（３）ポリオールやポリイソシアネートを用いた芳香族環式構造または脂肪
族環式構造の導入による調整方法、（４）ウレタン結合の含有量による調整方法等を採用
することができ、これらを単独で使用あるいは複数組み合わせて使用することができる。
【００３０】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）の軟化点の調整方法の（１）では、一般にウレタンプ
レポリマー（Ｃ）の高分子量化に伴い、軟化点は上昇する傾向にある。尚、ウレタンプレ
ポリマー（Ｃ）の分子量の調整は、例えば、ポリイソシアネートとポリオールのモル比に
よる調整、高分子量ポリオールの使用等の手法を採用することができ、特に制限はない。
【００３１】
　また、前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）の軟化点の調整方法の（２）では、一般に、結
晶性のポリエステルポリオールのポリアルキレン鎖の炭素原子数が多い程、得られるウレ
タンプレポリマーの結晶性が向上し、軟化点は上昇する傾向があり、また、結晶性のポリ
エステルポリオールの使用量が多い程、軟化点は上昇する傾向がある。
【００３２】
　また、前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）の軟化点の調整方法の（３）では、通常、ウレ
タンプレポリマー中の芳香族環式構造の含有量が多い程、軟化点は上昇する傾向がある。
　また、前記ウレタンプレポリマーの軟化点の調整方法の（４）では、通常、ウレタン結
合の含有量が多い程、軟化点が上昇する傾向がある。
【００３３】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）は、側鎖に脂肪族環式構造を有することによりポリオ
レフィンフォーム等の難付着性基材に対する常態接着強度を発現するうえで、側鎖に脂肪
族環式構造を有するアクリルポリオール由来の構造を有していることが必須である。
　更に、前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）は、４０００～７０００の範囲の数平均分子量
し、かつ２，２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有する脂肪族ポリエステルポリオー
ル由来の構造を有することが必須である。前記特定の構造を有するウレタンプレポリマー
（Ｃ）含有の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤であれば、その塗布量が従来よ
り少なく、またその作業環境が低温環境下であっても、ポリオレフィンフォーム等の難付
着性基材に対する優れた初期接着強度、常態接着強度、さらには、耐熱水接着強度を発現
可能である。
【００３４】
　本発明で使用するウレタンプレポリマー（Ｃ）は、以下に説明する各種のポリオール（
Ａ）とポリイソシアネート（Ｂ）とを、前記ポリイソシアネート（Ｂ）の有するイソシア
ネート基が、ポリオール（Ａ）の有する水酸基に対して過剰となる条件で反応させること
によって製造することができる。
【００３５】
　前記ポリオール（Ａ）としては、下記一般式（I）で示される分子側鎖に脂肪族環式構
造を有するアクリルポリオール（ａ１）、及び４０００～７０００の範囲の数平均分子量
し、かつ２，２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有するポリエステルポリオール（ａ
２）を組み合わせて使用することが、本発明の課題を解決するうえで重要である。
【００３６】
　はじめに分子側鎖に脂肪族環式構造を有するアクリルポリオール（ａ１）について説明
する。
【００３７】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）を製造する際に使用する分子側鎖に脂肪族環式構造を
有するアクリルポリオール（ａ１）は、下記一般式（I）で示される構造を有する。
【００３８】
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【化１】

【００３９】
（一般式（I）中、Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立して水素原子またはアルキル基を表す
。Ｒ３はアルキレン基を示す。ｍ及びｎはそれぞれ独立して整数を示す。Ｒ４は脂肪族環
式構造を示す。）
【００４０】
　前記アクリルポリオール（ａ１）は、アクリル単量体の有するビニル結合のラジカル重
合等によって形成された主鎖に対して、その分子側鎖に脂肪族環式構造を有していること
が重要である。脂肪族環式構造が、アクリルポリオールの前記主鎖中に導入されたもので
は、本発明の効果を十分に発現可能な接着剤を得ることは困難である。
【００４１】
　前記アクリルポリオール（ａ１）としては、Ｒ１が水素原子またはメチル基、Ｒ２が水
素原子またはメチル基であるものを使用することが好ましい。前記構造を有するアクリル
ポリオールを用いて得られたウレタンプレポリマーを用いることによって、得られる接着
剤の難付着性基材に対する親和性が高まり、その結果、該接着剤の塗布量が従来より少な
くても、優れた常態接着強度を発現することができる。
【００４２】
　また、前記アクリルポリオール（ａ１）としては、Ｒ３がエチレン基であることが好ま
しい。また、Ｒ４がシクロヘキサン構造であることが好ましい。
【００４３】
　また、前記一般式（I）中のｍ及びｎは、それぞれ１～１５０の範囲であることが好ま
しく、１～１２０の範囲であることがより好ましく、１～９０の範囲であることが特に好
ましい。前記範囲内のｍ及びｎを有するアクリルポリオールを使用することによって、適
度な溶融粘度を有し塗布作業性に優れ、該接着剤の塗布量が従来より少なくても、優れた
常態接着強度を発現可能な湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得ることができ
る。
【００４４】
　前記アクリルポリオール（ａ１）は、脂肪族環式構造を１０～３５質量％有するもので
あることが好ましい。
　また、前記アクリルポリオール（ａ１）の有する脂肪族環式構造は、シクロヘキサン構
造であることが、難付着性基材に対する常態接着強度を向上させるうえで好ましい。
【００４５】
　前記アクリルポリオール（ａ１）は、２００００以下の数平均分子量を有することが好
ましく、３０００～５０００の範囲を有することがより好ましい。
【００４６】
　前記アクリルポリオール（ａ１）は、本発明の接着剤に、低温作業雰囲気下における良
好な濡れ性を付与するために、常温以下のガラス転移温度を有することが好ましく、０℃
以下のガラス転移温度を有することがより好ましい。
【００４７】
　前記アクリルポリオール（ａ１）は、例えば分子側鎖に脂肪族環式構造含有アクリル単
量体、水酸基含有アクリル単量体、及び必要に応じてその他のアクリル単量体を重合する
方法によって製造することができる。
【００４８】
　前記脂肪族環式構造含有アクリル単量体としては、例えばシクロヘキシルアクリレート
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、シクロヘキシルメタクリレート、シクロペンチルアクリレート、シクロペンチルメタク
リレート、アダマンタンアクリレート、アダマンタンメタクリレート等を使用することが
できる。なかでも、シクロヘキシルアクリレート又はシクロヘキシルメタクリレートを使
用することが、アクリルポリオール（ａ１）のガラス転移温度及び融点を適宜調整しやす
く、かつ得られる本発明の接着剤の、難付着性基材に対する初期接着強度、常態接着強度
、及び耐熱接着性を向上させることができるため好ましい。
【００４９】
　前記アクリルポリオール（ａ１）を製造する際に使用する水酸基含有アクリル単量体と
しては、例えばヒドロキシエチルメタクリレート、ヒドロキシプロピルメタクリレート、
ヒドロキシブチルメタクリレート、１，４－ブタンジオールモノメタクリレート、ヒドロ
キシエチルメタクリレートのε－カプロラクトン付加物、ヒドロキシエチルメタクリレー
トのエチレンオキシド及びプロピレンオキシド付加物、ヒドロキシエチルアクリレート、
ヒドロキシプロピルアクリレート、ヒドロキシブチルアクリレート、１，４－ブタンジオ
ールモノアクリレート、ヒドロキシエチルアクリレートのε－カプロラクトン付加物、ヒ
ドロキシエチルアクリレートのエチレンオキシド及びプロピレンオキシド付加物等を、単
独または２種以上を組み合わせ使用することができる。
【００５０】
　前記アクリルポリオール（ａ１）を製造する際には、湿気硬化型ポリウレタンホットメ
ルト接着剤の溶融粘度、得られる接着剤層の硬度や架橋密度等の特性を調整することを目
的として、必要に応じてその他のアクリル単量体等の重合性単量体を使用することができ
る。
【００５１】
　前記その他のアクリル単量体としては、例えば脂肪族環式構造を有さないアクリル酸誘
導体を使用することができる。
【００５２】
　前記脂肪族環式構造を有さないアクリル酸誘導体としては、例えばメタクリル酸メチル
、メタクリル酸エチル、メタクリル酸－ｎ－プロピル、メタクリル酸イソプロピル、メタ
クリル酸－ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸－ｔ－ブチル、メタクリ
ル酸ペンチル、メタクリル酸ヘキシル、メタクリル酸シクロヘキシル、メタクリル酸－２
－エチルヘキシル、メタクリル酸アダマンチル、メタクリル酸ドデシル、メタクリル酸イ
ソボルニル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸－ｎ－プロピル、アクリ
ル酸イソプロピル、アクリル酸－ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸－ｔ－
ブチル、アクリル酸ペンチル、アクリル酸ヘキシル、アクリル酸シクロヘキシル、アクリ
ル酸－２－エチルヘキシル、アクリル酸アダマンチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸
イソボルニル、メタクリル酸グリシジル、アクリル酸グリシジル、メタクリル酸アリル、
アクリル酸アリル、３，４－エポキシシクロヘキシルメチルメタクリレート、３，４－エ
ポキシシクロヘキシルメチルアクリレート、メタクリル酸フェニル、アクリル酸フェニル
、メタクリルアミド、アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアクリルアミド、メタクリル酸－１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリ
ジル、アクリル酸－１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル、メタクリル酸
－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル、アクリル酸－２，２，６，６－テト
ラメチル－４－ピペリジル、トリメトキシシリルプロピルメタクリレートを、単独または
２種以上併用することができる。
【００５３】
　前記アクリル単量体以外のその他の重合性単量体としては、例えばα－メチルスチレン
、ｐ－ビニルトルエン、エチルビニルエーテル、イソプロピルビニルエーテル、ｎ－プロ
ピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、イソブチルビニルエーテル、２－エチ
ルヘキシルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル等の脂肪族ビニルエーテル化
合物、さらには２，３－ジヒドロフラン、３，４－ジヒドロ－２Ｈ－ピラン、無水マレイ
ン酸、無水イタコン酸、マレイン酸エステル類、フマル酸エステル類、アクリロニトリル
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、メタクリロニトリル、クロトン酸２－ヒドロキシエチル、クロトン酸２－ヒドロキシプ
ロピル、クロトン酸３－ヒドロキシプロピル、クロトン酸３－ヒドロキシブチル、クロト
ン酸４－ヒドロキシブチル、クロトン酸５－ヒドロキシペンチル、クロトン酸６－ヒドロ
キシヘキシル、アリルアルコール、アリルグリシジルエーテル等のアリル基含有化合物、
クロトン酸メチル、クロトン酸エチル、クロトン酸プロピル等のクロトン酸アルキルエス
テル、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、ピバリン酸ビニル、カプロン酸ビ
ニル、カプリル酸ビニル、カプリン酸ビニル、ラウリン酸ビニル、ステアリン酸ビニル等
の脂肪族カルボン酸ビニルエステル、シクロヘキサンカルボン酸ビニルのような脂環式カ
ルボン酸ビニルエステル、安息香酸ビニル、桂皮酸ビニル、ｐ－ｔ－ブチル安息香酸ビニ
ルのような芳香族カルボン酸ビニルエステル等を使用することができる。これらは１種用
いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００５４】
　前記脂肪族環式構造を有するアクリル単量体、前記水酸基を有するアクリル単量体、及
び必要に応じて前記その他の重合性単量体を重合する方法としては、例えばラジカル重合
法、アニオン重合法、カチオン重合法等を適用することができるが、なかでもでも、得ら
れるアクリルポリオール（ａ１）の分子量を制御しやすいラジカル重合法を適用すること
が好ましい。
【００５５】
　前記ラジカル重合法によってアクリルポリオール（ａ１）を製造する際には、アゾ化合
物や過酸化水素化合物や有機金属化合物等のラジカル重合開始剤や、連鎖移動剤を適宜使
用することで、得られるアクリルポリオール（ａ１）の分子量を調整可能であるが、前記
ラジカル重合開始剤等を使用することなく、加熱温度と反応時間とを適宜制御することに
よってアクリルポリオール（ａ１）の分子量を調整してもよい。
【００５６】
　前記アクリルポリオール（ａ１）の製造は、無溶剤下で行うことができるが、必要に応
じて有機溶剤下で行ってもよい。かかる場合には、前記アクリル単量体の重合反応を阻害
しない、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル、メチルエチルケトン、トルエン等の有機溶剤を使
用することが好ましい。また、前記有機溶剤を使用する場合には、ウレタンプレポリマー
（Ｃ）の製造途中又は製造後に減圧加熱等の方法により前記有機溶剤を除去することが好
ましい。
【００５７】
　前記アクリルポリオール（ａ１）は、前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）を製造する際に
使用するポリオール（Ａ）及びポリイソシアネート（Ｂ）の全量１００質量部に対して1
～３０質量部の範囲で使用することが好ましい。前記範囲内の前記アクリルポリオール（
ａ１）を、後述する各種ポリオールと組み合わせ使用することによって、適度な溶融粘度
を有し塗布作業性に優れ、ポリオレフィンフォーム等の難付着性基材の剥離を防止できる
レベルの初期接着強度と常態接着強度、ならびに耐熱水性を発現可能な湿気硬化型ポリウ
レタンホットメルト接着剤を得ることができる。
【００５８】
　次に本発明で使用する４０００～７０００の数平均分子量を有し、かつ２，２－ジメチ
ル－１,３－プロピレン基を有する脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）について説明
する。
【００５９】
　前記脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）は、得られる接着剤の低温雰囲気下におけ
る良好な濡れ性と高い初期接着強度との両立を維持する観点から、４０００～７０００の
範囲の数平均分子量を有することが必須である。前記脂肪族ポリエステルポリオール（ａ
２）の数平均分子量が４０００未満の場合、得られる接着剤の、低温雰囲気下における基
材に対する濡れ性が低下し、かつ常態接着強度が著しく低下する場合がある。一方、数平
均分子量が７０００を超える場合、得られる接着剤からなる硬化物の架橋密度が大きくな
ることから、耐熱水接着強度が低下する場合がある。
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【００６０】
　また、前記脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）は、難付着性基材に対する常態接着
強度を向上する観点から、２，２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有することが必須
である。
【００６１】
　前記脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）は、ネオペンチルグリコールやヘキサメチ
ルピバリン酸ジオールと、ポリカルボン酸とを縮合反応させる方法や、ネオペンチルグリ
コールやヘキサメチルピバリン酸ジオールを開始剤としてカプロラクトンやγ－ブチルラ
クトンなど開環重合する方法等によって製造することができる。なかでも、ネオペンチル
グリコールと２～１２の炭素原子を有する直鎖脂肪族ジオールと４～１０の炭素原子を有
する直鎖脂肪族ジカルボン酸とを反応させて得られる脂肪族ポリエステルポリオールを使
用することが、低温環境下で良好な濡れ性を有する湿気硬化型ポリウレタンホットメルト
接着剤が得られる為より好ましい。
【００６２】
　前記脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）を製造する際には、必要に応じて、前記し
た以外の低分子量の脂肪族ポリオールや脂肪族ポリカルボン酸を併用することができる。
【００６３】
　前記その他の低分子量の脂肪族ポリオールとしては、エチレングリコール、１，２－プ
ロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，３－ブチレングリコール、１
，４－ブチレングリコール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、１，６－ヘ
キサンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，８－オクタンジオール、
ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピ
レングリコール等を使用することができるが、なかでも２～１２の炭素原子を有する直鎖
脂肪族ジオールを使用することが好ましい。
【００６４】
　前記脂肪族ポリカルボン酸としては、例えばアジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸、
デカメチレンジカルボン酸等を併用することができるが、なかでも４～１０の炭素原子を
有する直鎖脂肪族ジカルボン酸を使用することが好ましい。
【００６５】
　前記脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）としては、前記２，２－ジメチル－１,３
－プロピレン基を脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）全体に対して１０～２０質量％
有するものが好ましく、１２～１８質量％の範囲がより好ましい。前記範囲内の前記２，
２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有する脂肪族ポリエステルポリオールを、前記分
子側鎖に脂肪族環式構造を有するアクリルポリオール（ａ１）と組み合わせ使用すること
によって、本発明の接着剤の塗布量が従来より少なく、また該接着剤の使用環境が低温で
あっても、ポリオレフィンフォーム等の難接着基材に対して優れた初期接着強度と常態接
着強度と耐熱水接着強度とを発現可能な湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得
ることができる。
【００６６】
　前記脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）は、前記ウレタンプレポリマーを製造する
際に使用するポリオール及びポリイソシアネート（Ｂ）の全量１００質量部に対して、１
～３０質量部の範囲であることが好ましく、５～２５質量部の範囲であることがより好ま
しく、１０～２０質量部の範囲であることが更に好ましい。前記脂肪族ポリエステルポリ
オール（ａ２）を前記範囲で使用することによって、本発明の接着剤の塗布量が従来より
少なく、かつ該接着剤の使用環境が低温であっても、ポリオレフィンフォーム等の難付着
性基材に対して優れた初期接着強度、常態接着強度及び耐熱水接着強度を発現可能な湿気
硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得ることができる。
【００６７】
　本発明では、前記ポリオール（Ａ）として、前記アクリルポリオール（ａ１）及び前記
脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）の他に、必要に応じてその他のポリオールを併用
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することができる。
【００６８】
　前記ポリオール（Ａ）に使用可能なその他のポリオールとしては、特に、１０００～３
０００の数平均分子量を有し、かつ２，２－ジメチル－１，３－プロピレン基を有する脂
肪族ポリエステルエーテルポリオール（ａ３）を使用することが好ましい。
【００６９】
　前記脂肪族ポリエステルエーテルポリオール（ａ３）は、エステル結合とエーテル結合
とを有し、かつ２，２－ジメチル－１，３－プロピレン基を有する脂肪族ポリオールであ
って、前記５００～３０００の数平均分子量を有するものを使用することによって、初期
強度と耐熱水接着強度とに優れた湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得ること
ができる。
【００７０】
　前記脂肪族ポリエステルエーテルポリオール（ａ３）は、例えばエーテル結合を含有す
るポリオールと、ネオペンチルグリコールやヘキサメチルピバリン酸ジオール等の２，２
－ジメチル－１，３－プロピレン基を有するポリオールと、ポリカルボン酸とを縮合反応
させる方法や、エーテル結合を含有するポリオール、及びネオペンチルグリコールやヘキ
サメチルピバリン酸ジオール等の２，２－ジメチル－１，３－プロピレン基を有するポリ
オールを開始剤として、カプロラクトンやγ－ブチルラクトン等を開環重合する方法によ
って製造することができる。
【００７１】
　前記エーテル結合を含有するポリオールとしては、例えばエチレングリコール、１，２
－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，３－ブチレングリコール
、１，４－ブチレングリコール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、１，６
－ヘキサンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，８－オクタンジオー
ル、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプ
ロピレングリコール等を使用することができる。なかでも、ジエチレングリコール、トリ
エチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール等のエーテル
結合を有するポリオールを使用することが好ましい。
【００７２】
　前記脂肪族ポリエステルエーテルポリオール（ａ３）を製造する際には、必要に応じて
、前記した以外の低分子量の脂肪族ポリオールや脂肪族ポリカルボン酸を併用することが
できる。
【００７３】
　前記その他の低分子量の脂肪族ポリオールとしては、エチレングリコール、１，２－プ
ロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，３－ブチレングリコール、１
，４－ブチレングリコール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、１，６－ヘ
キサンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，８－オクタンジオール、
ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピ
レングリコール等を使用することができる。なかでも、ジエチレングリコール、トリエチ
レングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール等のエーテル結合
を有する低分子量の脂肪族ポリオールを使用することが、比較的少ない塗布量においても
ポリオレフィンフォーム等の難付着性基材に対する接着強度及び耐熱水接着強度に優れ、
かつ低温環境下で使用した場合であっても、前記した基材及びシート等に対して優れた接
着強度を発現可能な湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得ることができる。
【００７４】
　前記脂肪族ポリカルボン酸としては、例えばアジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸、
デカメチレンジカルボン酸等を併用することができる。
【００７５】
　前記脂肪族ポリエステルエーテルポリオール（ａ３）は、前記ウレタンプレポリマーを
製造する際に使用するポリオール及びポリイソシアネートの全量１００質量部に対して、
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１～５０質量部の範囲で使用することが好ましく、1～３０質量部の範囲で使用すること
がより好ましく、５～２０質量部の範囲で使用することが更に好ましい。前記脂肪族ポリ
エステルエーテルポリオール（ａ３）を前記範囲で使用することによって得られる湿気硬
化型ポリウレタンホットメルト接着剤は、難付着性基材の貼り合せ直後から優れた初期接
着強度を発現可能であるから、例えば、基材表面に該接着剤を塗布し、該塗布面にポリオ
レフィンフォーム等を載置した積層体の圧締時間が通常より短くても、基材の剥離を防止
することができ、その結果、後述する床、壁、天井などの内装建材の生産効率を向上させ
ることが可能となる。
【００７６】
　また、本発明では、必要に応じて、下記一般式（II）で示される長鎖脂肪族ポリエステ
ルポリオールを、前記アクリルポリオール（ａ１）及び前記ポリエステルポリオール（ａ
２）及び前記脂肪族ポリエステルエーテルポリオール（ａ３）に併用することが好ましい
。
【００７７】

【化２】

【００７８】
（一般式（II）中、Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立して炭素原子数が偶数である直鎖のア
ルキレン基を示し、かつＲ１及びＲ２の有する炭素原子数の合計は１２以上である。ｎは
３～４０を示す。）
【００７９】
　前記一般式（II）中のＲ１は、炭素原子数が偶数である直鎖のアルキレン基であり、Ｒ
１とＲ２の有する炭素原子数の合計が１２以上になる範囲で適宜選択することができるが
、炭素数が４以上の偶数である直鎖のアルキレン基であることが好ましい。
【００８０】
　前記一般式（II）中のＲ２は、前記Ｒ１とは独立して炭素数が偶数である直鎖のアルキ
レン基であり、Ｒ１とＲ２の有する炭素原子数の合計が１２以上になる範囲で適宜選択で
きるが、炭素原子数が１０以上の偶数である直鎖のアルキレン基であることが好ましい。
　前記Ｒ１及びＲ２が、それぞれ前記範囲の炭素原子数を有する直鎖のアルキレン基であ
る長鎖脂肪族ポリエステルポリオールを使用することによって、得られるウレタンプレポ
リマーの結晶性が高まり、優れた初期接着強度と常態接着強度とを有する湿気硬化型ポリ
ウレタンホットメルト接着剤を得ることができる。
【００８１】
　前記一般式（II）中のｎは３～４０であり、９～２５の範囲内であることが好ましく、
９～１５の範囲がより好ましい。前記範囲内のｎを有する長鎖脂肪族ポリエステルポリオ
ールを使用することにより、適度な溶融粘度を有し塗装作業性に優れた湿気硬化型ポリウ
レタンホットメルト接着剤を得ることができる。
【００８２】
　前記長鎖脂肪族ポリエステルポリオールは、例えば炭素原子数が偶数である直鎖脂肪族
ジオールと炭素原子数が偶数である直鎖脂肪族ジカルボン酸とを縮合反応させることによ
って製造することができる。前記直鎖脂肪族ジオールとしては、例えばエチレングリコー
ル、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール、
１０－デカンジオール等を使用することができ、好ましくは１，６－ヘキサンジオール、
１，８－オクタンジオール、１，１０－デカンジオールを使用することができる。
【００８３】
　前記直鎖脂肪族ジカルボン酸としては、例えばコハク酸、アジピン酸、セバシン酸、ド
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デカメチレンジカルボン酸等を使用することができ、好ましくはセバシン酸、ドデカメチ
レンジカルボン酸、１，１２－ドデカンジカルボン酸を使用することができる。
【００８４】
　また、前記長鎖脂肪族ポリエステルポリオールを製造する際に使用する前記直鎖脂肪族
ジオールと前記直鎖脂肪族ジカルボン酸との組み合わせは、前記一般式（I）で示される
Ｒ１とＲ２中に含まれる炭素原子数の合計が１２以上、好ましくは１２～２０の範囲で適
宜選択することができる。なかでも、前記直鎖脂肪族ジオールとして１，６－ヘキサンジ
オールを、前記直鎖脂肪族ジカルボン酸として１，１２－ドデカンジカルボン酸又はセバ
シン酸を反応させて得られる長鎖脂肪族ポリエステルポリオールを使用することが好まし
い。
【００８５】
　前記長鎖脂肪族ポリエステルポリオールは、１００００以下の数平均分子量を有するこ
とが好ましく、３０００～５０００の範囲を有することがより好ましい。
【００８６】
　前記長鎖脂肪族ポリエステルポリオールは、前記ウレタンプレポリマーを製造する際に
使用するポリオール及びポリイソシアネートの全量１００質量部に対して５～５０質量部
の範囲で使用することが好ましく、１０～３５質量部の範囲で使用することがより好まし
い。
【００８７】
　また、本発明で使用するポリオール（Ａ）としては、前記したものの他に、本発明の効
果を阻害しない範囲で、例えば前記した以外のポリエステルポリオール、芳香族ポリエー
テルポリオールや、アクリルポリオール、ポリカーボネートポリオール、ポリオレフィン
ポリオール、ひまし油系ポリオール等を使用することができる。
【００８８】
　次に、前記ウレタンプレポリマーを製造する際に使用するポリイソシアネート（Ｂ）に
ついて説明する。
【００８９】
　前記ポリイソシアネート（Ｂ）としては、例えばポリメチレンポリフェニルポリイソシ
アネート、カルボジイミド変性ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４’－ジフェニ
ルメタンジイソシアネート、２，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、フェニレン
ジイソシアネート、トリレンジイソシアネート、ナフタレンジイソシアネートなどの芳香
族ポリイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、シ
クロヘキサンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタン
ジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイソシアネ
ートなどの脂肪族又は脂環族ポリイソシアネートを使用することができる。
【００９０】
　前記ポリイソシアネート（Ｂ）としては、ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネー
ト及び４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、又は、カルボジイミド変性ジフェ
ニルメタンジイソシアネート及び４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートをそれぞ
れ組み合わせ使用することが好ましい。かかるポリイソシアネートを用いて得られたウレ
タンプレポリマーを含有してなる湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤は、その塗
布量が従来より少なく、かつ該接着剤の使用環境が低温であっても、ポリオレフィンフォ
ーム等の難付着性基材に対して優れた初期接着強度、常態接着強度及び耐熱水接着強度を
発現可能な湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得ることができる。
【００９１】
　前記ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート及び前記カルボジイミド変性ジフェ
ニルメタンジイソシアネートは、前記ポリイソシアネート（Ｂ）の全量１００質量部に対
して、５～３０質量部使用することが、加熱溶融時の粘度上昇を抑えることが出来ること
から好ましい。
【００９２】
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　本発明で使用するウレタンプレポリマー（Ｃ）は、公知慣用の方法で製造することがで
きる。例えば、反応容器中の前記ポリイソシアネート（Ｂ）中に、水分を除去したポリオ
ール、（Ａ）、すなわち前記アクリルポリオール（ａ１）、前記脂肪族ポリエステルポリ
オール（ａ２）、及び必要に応じて使用可能な前記その他のポリオールを、それぞれ別々
に滴下又はそれらの混合物を滴下した後に加熱し、前記ポリオール（Ａ）の有する水酸基
が実質的に無くなるまで反応させる方法によって製造することができる。
【００９３】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）の製造は、通常、無溶剤下で行うことができるが、必
要に応じて有機溶剤下で行ってもよい。かかる場合には、前記アクリル単量体の重合反応
を阻害しない、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル、メチルエチルケトン、トルエン等の有機溶
剤を使用することが好ましい。また、前記有機溶剤を使用する場合には、ウレタンプレポ
リマー（Ｃ）の製造途中又は製造後に減圧加熱等の方法により前記有機溶剤を除去するこ
とが好ましい。
【００９４】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）を製造する際には、必要に応じてウレタン化触媒を使
用することができる。ウレタン化触媒は、前記反応の任意の段階で、適宜加えることがで
きる。
【００９５】
　前記ウレタン化触媒としては、例えばトリエチルアミン、トリエチレンジアミン及びＮ
－メチルモルホリンなどの含窒素化合物；酢酸カリウム、ステアリン酸亜鉛及びオクチル
酸錫などの金属塩；ジブチル錫ジラウレートなどの有機金属化合物を使用することができ
る。
【００９６】
　前記ウレタンプレポリマー（Ｃ）を製造する際に使用するポリオール（Ａ）とポリイソ
シアネート（Ｂ）との使用割合は、前記ポリイソシアネート（Ｂ）が有するイソシアネー
ト基と前記ポリオール（Ａ）が有する水酸基との当量比（以下、［イソシアネート基／水
酸基］の当量比という。）が、１．１～５．０の範囲内であることが好ましく、１．５～
３．０の範囲内であることがより好ましい。前記当量比をかかる範囲内に調整することに
よって、塗工性の良好な湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得ることができる
。
【００９７】
　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤は、１２０℃における溶融粘度が
２，０００～６０，０００ｍＰａ・ｓの範囲であることが好ましい。溶融粘度が前記範囲
内である湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を用いることにより、該接着剤を基
材に塗布する際にロールコーターなどの公知の塗布装置を使用することが可能となる。
【００９８】
　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤は、必要に応じて、充填剤、チキ
ソ付与剤、粘着付与剤、ワックス、可塑剤、酸化防止剤、耐候安定剤、光／熱安定剤、顔
料、蛍光増白剤、発泡剤等の添加剤、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、染料、導電性付与剤
、帯電防止剤、透湿性向上剤、撥水剤、撥油剤、中空発泡体、結晶水含有化合物、難燃剤
、吸水剤、吸湿剤、消臭剤、ブロッキング防止剤、加水分解防止剤、有機水溶性化合物及
び無機水溶性化合物等を、本発明の目的を阻害しない範囲内で含有していてもよい。
【００９９】
　前記充填剤としては、例えば、炭酸カルシウム、水酸化アルミニウム、硫酸バリウム、
カオリン、タルク、カーボンブラック、アルミナ、酸化マグネシウム、無機バルーン、有
機バルーン、リチアトルマリン、活性炭等を使用することができる。
【０１００】
　前記チキソ付与剤としては、例えば、表面処理炭酸カルシウム、微粉末シリカ、ベント
ナイト、セピオライト等を使用することができる。
【０１０１】
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　前記粘着付与剤としては、例えば、ロジン系樹脂、ロジンエステル系樹脂、水添ロジン
エステル系樹脂、テルペン系樹脂、テルペンフェノール系樹脂、水添テルペン系樹脂等；
また、石油樹脂として、Ｃ５系の脂肪族樹脂、Ｃ９系の芳香族樹脂、及びＣ５系とＣ９系
の共重合樹脂等を使用することができる。
【０１０２】
　前記可塑剤としては、例えば、ブチルフタレート、ジオクチルフタレート、ジシクロヘ
キシルフタレート、ジイソオクチルフタレート、ジイソデシルフタレート、ジベンジルフ
タレート、ブチルベンジルフタレート、トリオクチルホスフェート、エポキシ系可塑剤、
トルエン－スルホアミド、クロロパラフィン、アジピン酸エステル、ヒマシ油等を使用す
ることができる。
【０１０３】
　前記酸化防止剤としては、例えば、トリエチレングリコール－ビス[３－（３－ｔ－ブ
チル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート]、１，６－ヘキサンジオ
ール－ビス[３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート]
、２，４－ビス－（ｎ－オクチルチオ）－６－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔ－ブチ
ルアリニノ）－１，３，５－トリアジン、ペンタエリスリチル－テトラキス[３－（３，
５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート]、２，２－チオ－ジエ
チレンビス[３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート]
、オクタデシル[３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネ
ート]、Ｎ，Ｎ’ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒド
ロシンナマミド）、３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ベンジルホスフォネート
－ジエチルエステル、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－
ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシベンジル）－イソシアヌレイト、オクチル化ジフェニルアミン、２，４－ビス［
（オクチルチオ）メチル］－ｏ－クレゾール、イソオクチル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート等を使用することができる。
【０１０４】
　前記耐候安定剤としては、例えば、２－（５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）ベン
ゾトリアゾール、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（α，α’ジメチルベンジル）フ
ェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシ
フェニル）ベンゾトリアゾール、２－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシフ
ェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－２－ヒドロ
キシフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔ－アミル－２－
ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔ－オクチ
ルフェニル）ベンゾトリアゾール等を使用することができる。
【０１０５】
　前記光／熱安定剤としては、例えば、コハク酸ジメチル・１－（２－ヒドロキシエチル
）－４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン重縮合物、ポリ［{６－
（１，１，３，３－テロラメチルブチル）アミノ－１，３，５－トリアジン－２，４－ジ
イル}{（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ}ヘキサメチレン{（２
，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ}］、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－アミ
ノプルピル）エチレンジアミン・２，４－ビス[Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６
－ペンタメチル－４－ピペリジル）アミノ]－６－クロロ－１，３，５－トリアジン縮合
物、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２
，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、２－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチルマロン酸ビス（１，２，２，６，６－
ペンタメチル－４－ピペリジル）、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－３，５－ジ－ｔ－
ブチル－４－ヒドロキシベンゾエート等を使用することができる。
【０１０６】
　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤の架橋反応は、それぞれのウレタ
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ンプレポリマー（Ｃ）が有するイソシアネート基が湿気と反応することにより起こること
から、反応促進剤や反応遅延剤を使用することにより反応を調整することができる。
【０１０７】
　前記反応促進剤としては、例えばアミン系化合物、有機金属化合物を使用することがで
きる。また、前記反応遅延剤としては、イソシアネート基の活性を低下させる酸性化合物
を使用することができる。
【０１０８】
　前記反応促進剤や前記反応遅延剤を含む本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト
接着剤は、ポリオレフィンフォーム等の難付着性基材への優れた接着強度や耐熱水接着強
度を発現でき、かつ優れた作業性等を発現可能である。
【０１０９】
　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤は、例えば防音床、防音断熱ドア
、断熱窓枠、腰壁、防音断熱壁、防音断熱手摺り等の建築部材の製造に使用することがで
きる。前記建築部材は、例えば後述するような基材と、ポリオレフィンフォームやポリウ
レタンフォーム等の多孔質基材とによって構成されているものが多い。
【０１１０】
　前記基材としては、例えば、合板、ＭＤＦ（ミディアム デンシティ ファイバーボード
）、パーチクルボード等の木質基材や、アルミ、鉄等の金属基材等の他に、オレフィン樹
脂やＡＢＳ樹脂を発泡させた層を有する基材や、オレフィン樹脂やＡＢＳ樹脂等に、木質
粉や繊維を混合、複合化して得られた基材などの、一般に難接着性基材として知られるも
のも使用することができる。前記基材は、溝部、Ｒ部、逆Ｒ部等の複雑な形状の部位を有
していてもよい。
【０１１１】
　前記多孔質基材としては、例えばポリオレフィンフォームやポリウレタンフォームやポ
リ塩化ビニルフォーム等を使用することができる。前記ポリオレフィンフォームとしては
、例えばポリエチレンフォーム、ポリプロピレンフォーム、ポリエチレン酢酸ビニルフォ
ーム等の、一般に難接着性基材として知られるものを使用することができる。
【０１１２】
　本発明の接着剤は、前記難付着性基材や多孔質基材以外の、一般に化粧紙、化粧板用原
紙、化粧シートなどと称呼されている、その表面に、装飾的な無地若しくは多彩な色、又
は模様が施されているシートまたはフィルムの接着にも使用することができる。前記シー
トまたはフィルムの裏面には、コロナ処理などの表面処理や樹脂等によるプライマー処理
が施されていても良い。
【０１１３】
　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を用いて、前記多孔質基材と前記
基材とを貼り合わせる方法としては、例えば前記湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接
着剤を６０～１５０℃の範囲に加熱することで溶融させ、ロールコーター、スプレーコー
ター、Ｔ－ダイコーター、ナイフコーター等を用いて基材上に塗布し、その塗布面に前記
多孔質基材を貼り合わせるか、又は前記ロールコーター等を用いて前記多孔質基材上に塗
布し、その塗布面に前記基材を貼り合わせて、ロールプレス、フラットプレス、ベルトプ
レス等の方法で前記基材の形状に合わせて適宜、圧着させる方法が挙げられる。
【０１１４】
　本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を用いて、前記多孔質基材と前記
基材とを貼り合せて得られた造作部材等は、床材、壁材、天井材等の建築部材等に使用す
ることが可能である。
【０１１５】
　以下、実施例により本発明をより具体的に説明する。また、各種測定は、以下の方法に
従い行った。
【０１１６】
　［加熱溶融粘度の測定方法］
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　湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を１２５℃で加熱溶融させたときの溶融粘
度を、ＩＣＩ型コーンプレート粘度計（ＩＣＩ社製、コーン直径：１９．５ｍｍ、コーン
角度：２．０°）を用いて測定した。
【０１１７】
　［イソシアネート基含有量（質量％）の測定方法］
　湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤のトルエン溶液に、過剰のアミンを添加す
ることで、ウレタンプレポリマーの有するイソシアネート基と反応させた後、残存するア
ミンの量を塩酸で逆滴定することによって、湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤
のイソシアネート基含有量（質量％）を測定した。
【０１１８】
　［供試体の作成方法］
　温度１０℃、相対湿度４０％ＲＨに調整された環境試験室内に、１級構造用合板（日本
農林規格認定、縦３００ｍｍ、横３００ｍｍ、厚み９ｍｍ）と、ポリオレフィンフォーム
（三和化工株式会社製、商品名：サンペルカ ＣＦ－１０００（グレー）、厚み３ｍｍ、
縦３００ｍｍ、横３００ｍｍ、見掛け密度１０７ｋｇ／ｍ3）を８時間放置した。
【０１１９】
　前記環境試験室内で、ロールの表面温度が１１０℃に調整されたホットメルトロールコ
ーターを用いて、湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を上記１級構造用合板表面
に２５ｇ／ｍ２塗布した。前記塗布から１５秒経過した後、該塗布面上に前記ポリオレフ
ィンフォームを貼り合わせ、平面プレスを用いて圧力約２ｋｇ／ｃｍ２、３秒間圧着した
。圧着して得られたものを、前記平面プレスによる加圧を開放させてから１０分以内に、
幅２５ｍｍ及び長さ２００ｍｍの大きさに切断したものを供試体とした。
【０１２０】
　［初期接着強度の測定方法］
　前記方法で得られた供試体を、前記平面プレスの加圧を開放してから１０分後に、引っ
張り試験機を用いて、幅２５ｍｍ、剥離角９０°、剥離速度１００ｍｍ／分の条件で剥離
強度を測定した。前記剥離強度は、概ね１０Ｎ／２５ｍｍ以上であることが好ましい。
【０１２１】
　［常態接着強度の測定方法］
　前記供試体を、温度２３℃及び相対湿度６５％の環境下に前記平面プレスの加圧を開放
してから２４時間放置した後、同環境下で、引っ張り試験機を用いて、幅２５ｍｍ、剥離
角９０°、剥離速度１００ｍｍ／分の条件で剥離強度を測定した。前記剥離強度は、概ね
２０Ｎ／２５ｍｍ以上であることが好ましい。また、前記剥離が、１級構造用合板とポリ
オレフィンフォームとの界面はく離である場合は、実用上十分な常態接着強度を有するも
のとはいえず、上記試験の場合には、ポリオレフィンフォームの材料破断が引き起こされ
るレベルの接着強度が求められている。
【０１２２】
　［耐熱水接着強度の評価方法（タイプ２ 温水浸漬はく離試験）］
　前記供試体を７５ｍｍ角の大きさに切断したものを、耐熱水接着強度測定用の供試体と
した。該供試体を２３℃、相対湿度６５％の環境下で７２時間放置した後、７０℃の温水
中に２時間浸漬し、次いで６０℃の乾燥器内で３時間乾燥した供試体の、膨れや剥がれの
有無を目視観察により評価した。本評価方法で膨れや剥がれの見られない供試体の製造に
使用した接着剤であれば、主として屋内で、多少の水のかかりや湿度の高い場所で使用さ
れうる部材の製造及び接着に使用可能であるとされている。
【０１２３】
　［耐熱水接着強度の評価方法（タイプ１ 煮沸繰り返し試験）］
　前記耐熱水接着強度測定用の供試体と同様のものを、２３℃、相対湿度６５％の環境下
で７２時間放置した後、１００℃に煮沸された水中に４時間浸漬し、次いで６０℃の乾燥
器内で２０時間乾燥し、更に１００℃に煮沸された水中に４時間浸漬し、次いで６０℃の
乾燥器内で３時間乾燥した。前記浸漬後の供試体の膨れや剥がれの有無を目視観察により
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評価した。本評価方法で膨れや剥がれの見られない供試体の製造に使用した接着剤であれ
ば、屋外及び膨潤状態が長時間に渡り継続されるような場所で使用されうる部材の製造及
び接着に使用可能であるとされている。
【０１２４】
　（初期接着強度、常態接着強度、耐熱水接着強度の評価基準）
　○：はく離なし
　△：はく離が２ｃｍ未満
　×：はく離が２ｃｍ以上
【０１２５】
　合成例１＜アクリルポリオール（略号：ＣＨ－ＡＣ３５）の調製例＞
　攪拌機および冷却器を備え付けた反応器に、メチルエチルケトン３００質量部を入れ、
器内温度を８０℃にし、そこへ、メタクリル酸－n－ブチルの２９５質量部、メタクリル
酸シクロへキシルの１７５質量部およびメタクリル酸－２－ヒドロキシエチルの３０質量
部よりなる混合物と、アゾビスイソブチロニトリルの８質量部を、メチルエチルケトンの
１６０質量部に溶解させた溶解物とを、４時間に亘って滴下し、滴下終了後も、同温に１
２時間保持して反応を続行することによってアクリルポリオール溶液（不揮発分：５２質
量％、ＢＭ型粘度計のＮｏ．４ローター１０回転により測定した粘度：３０００ｍＰａｓ
）のアクリルポリオールを得た。得られたアクリルポリオールの脂肪族環式構造含有量は
１７．５質量％、水酸基当量重量は２２００であった。
【０１２６】
　合成例２＜アクリルポリオール（略号：ＣＨ－ＡＣ２５）の調製例＞
　攪拌機および冷却器を備え付けた反応器に、メチルエチルケトン３００質量部を入れ、
器内温度を８０℃にし、そこへ、メタクリル酸－n－ブチルの３４５質量部、メタクリル
酸シクロへキシルの１２５質量部およびメタクリル酸２ヒドロキシエチルの３０質量部よ
りなる混合物と、アゾビスイソブチロニトリルの８質量部を、メチルエチルケトンの１６
０質量部に溶解させた溶解物とを、４時間に亘って滴下し、滴下終了後も、同温に１２時
間保持して反応を続行することによってアクリルポリオール溶液（不揮発分：５２質量％
、ＢＭ型粘度計のＮｏ．４ローター１０回転により測定した粘度：２８００ｍＰａｓ）を
得た。得られたアクリルポリオールの脂肪族環式構造含有量は１２．５質量％、水酸基当
量重量は４４００であった。
【０１２７】
　合成例３＜アクリルポリオール（略号：ＡＣ）の調製例＞
　攪拌機および冷却器を備え付けた反応器に、メチルエチルケトン３００質量部を入れ、
器内温度を８０℃にし、そこへ、メタクリル酸－n－ブチルの３３５質量部、メタクリル
酸メチルの１５０質量部およびメタクリル酸２ヒドロキシエチルの１５質量部よりなる混
合物と、アゾビスイソブチロニトリルの８質量部を、メチルエチルケトンの１６０質量部
に溶解させた溶解物とを、４時間に亘って滴下し、滴下終了後も、同温に１２時間保持し
て反応を続行することによってアクリルポリオール溶液（不揮発分：５２質量％、ＢＭ型
粘度計のＮｏ．４ローター１０回転により測定した粘度：１８００ｍＰａｓ）を得た。得
られたアクリルポリオールは脂肪族環式構造を有するものではなく、水酸基当量重量は４
４００であった。
【０１２８】
　＜主鎖に脂肪族環式構造を有するポリオール（略号：ＣＨ－ＰＣ）＞
　主鎖に脂肪族環式構造を有するポリオールとしては、シクロヘキサンジメチルポリカー
ボネートジオール（宇部興産株式会社製、商品名；エタナコール ＭＣ－１００）を用い
た。
【０１２９】
　合成例４＜脂肪族ポリエステルポリオール（略号：Ｌ－ＰＥＳ１）の調製例＞
　２リットルの四つ口フラスコ内に、エチレングリコールを１００質量部、ネオペンチル
グリコールを１５０質量部、１，６－ヘキサンジオールを２００質量部、アジピン酸を６
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１０質量部、ブチル酸スズを０．０３質量部加え、２２０℃で反応させることによって、
数平均分子量が５０００で、２，２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有するポリエス
テルポリオール(略号：Ｌ－ＰＥＳ１)（数平均分子量５０００、酸価０．１、水酸基価２
２．３）を得た。
【０１３０】
　合成例５＜脂肪族ポリエーテルエステルポリオール（略号：Ｌ－ＰＥＳ２）の調製例＞
　２リットルの四つ口フラスコ内に、ジエチレングリコールを５０質量部、ネオペンチル
グリコールを２５０質量部、１，６－ヘキサンジオールを１００質量部、アジピン酸を５
１０質量部、ブチル酸スズを０．０３質量部加え２２０℃で反応させることによって、数
平均分子量が３０００で、２，２－ジメチル－１,３－プロピレン基を有するポリエーテ
ルエステルポリオール（略号：Ｌ－ＰＥＳ２）（数平均分子量２０００、酸価０．２、水
酸基価５６．２）を得た。
【０１３１】
　合成例６＜長鎖脂肪族ポリエステルポリオール（略号：Ｓ－ＰＥＳ１）の調製例＞
　２リットルのフラスコに１，１２－ドデカンジカルボン酸（分子量２３０．３０）を１
１５０質量部、１，６－ヘキサンジオール（分子量１１８．１７）を６１０質量部、及び
エステル化触媒としてテトライソプロポキシチタンを０．００７質量部を添加し、１２０
℃でそれらを溶融した。次いで、撹拌しながら３～４時間かけて２２０℃へ昇温し４時間
保持した後、１００℃に冷却することによって、長鎖脂肪族ポリエステルポリオール（略
号：Ｓ－ＰＥＳ１）（数平均分子量３５００、酸価０．２、水酸基価３２．1）を得た。
【０１３２】
　合成例７＜芳香族ポリエステルポリオール（略号：Ｓ－ＰＥＳ２）の調製例＞
　２リットルの四つ口フラスコ内に、ネオペンチルグリコールを４５０質量部、及びｏ－
フタル酸を４８０質量部加え、ブチル酸スズを０．０３質量部加え２２０℃で反応させる
ことによって、芳香族ポリエステルポリオール（略号：Ｓ－ＰＥＳ２）（数平均分子量２
０００、酸価０．２、水酸基価５５．１）を得た。
を調製した。
【０１３３】
　＜脂肪族ポリエーテルポリオール（略号：ＰＰＧ２０００）＞
脂肪族ポリエーテルポリオールとしては、数平均分子量が２０００のポリオキシプレピレ
ングリコール（旭硝子株式会社製、商品名；エクノール ２０２０）を用いた。
【０１３４】
　＜脂肪族ポリエーテルポリオール（略号：ＥＯＰＯ４０００）＞
　脂肪族ポリエーテルポリオールとしては、数平均分子量が４０００のポリオキシプレピ
レンとポリオキシエチレン共重合体（旭硝子株式会社製、商品名；プレミノールＰＭＬ５
００５）を用いた。
【０１３５】
　＜メタロセンオレフィン（略号：ＰＥ３４０１）＞
　メタロセンオレフィンとしては、ポリエチレン（クラリアントジャパン株式会社製、商
品名；リコセンＰＥ３４０１）を用いた。
【０１３６】
　攪拌機および冷却器を備え付けた反応器に、アクリルポリオール（ａ１）（ＣＨ－ＡＣ
３５）を１９２．３質量部、脂肪族ポリエステルポリオール（ａ２）（Ｌ－ＰＥＳ１）を
１５０質量部、脂肪族ポリエーテルエステルポリオール（ａ３）(Ｌ-ＰＥＳ２)を５０質
量部、長鎖脂肪族ポリエステルポリオール（Ｓ－ＰＥＳ１）を１００質量部、芳香族ポリ
エステルポリオール（Ｓ－ＰＥＳ２）を２００質量部入れ、１００℃に減圧加熱して、不
揮発分が９９．５質量％となるまで脱水した。
【０１３７】
　７０℃に冷却後、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（日本ポリウレタン工
業株式会社製、商品名；ミリオネート ＭＴ）を１６０質量部と４，４’－ジフェニルメ
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タンジイソシアネートとその多核体の混合物（日本ポリウレタン工業株式会社製、商品名
；ミリオネート ＭＲ－４００、ＮＣＯ含有量２９．０－３１．０、粘度；４００－７０
０ｍＰａ・ｓ）を１６質量部加えた後、１００℃まで昇温して、イソシアネート基含有量
が一定となるまで約３時間反応してウレタンプレポリマーを得た。
【０１３８】
　反応終了後、酸性リン酸エステル（モノブチルホスヘートとジブチルホスヘートの混合
物であるブチルアシッドホスヘート、平均分子量１８２）を０．３質量部、及びシランカ
ップリング剤としてのγ―グリシドキシプロピルトリメトキシシランの２質量部を加え均
一に攪拌し、本発明の湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤を得た。得られた湿気
硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤の特性等を表１に示した。
【０１３９】
　［実施例２～５及び比較例１～６］
　表１に示した配合に従う以外は、実施例１と同様の方法によって湿気硬化型ポリウレタ
ンホットメルト接着剤を得た。得られた湿気硬化型ポリウレタンホットメルト接着剤の特
性等を表１及び表２に示した。
【０１４０】
【表１】

【０１４１】
　表１中の略号「ＭＢ」は、オレフィンフォームの材料破断を表す。
　また、表２中の「ミリオネートＭＴ」は、日本ポリウレタン工業株式会社製の４，４’
－ジフェニルメタンジイソシアネートである。
　また、表２中の「ＭＲ４００」は、日本ポリウレタン工業株式会社製の「ミリオネート
 ＭＲ－４００」を表す。
【０１４２】
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【表２】

【０１４３】
　表２中の略号「Ｓ－ＭＢ」はオレフィンフォームの表層破壊を表し、「ＡＦ」は界面は
く離を表す。
　また、表１中の「ミリオネートＭＴ」は、日本ポリウレタン工業株式会社製の４，４’
－ジフェニルメタンジイソシアネートである。
　また、表１中の「ＭＲ４００」は、日本ポリウレタン工業株式会社製の「ミリオネート
 ＭＲ－４００」を表す。
　また、表１中の「ＭＲ２００」は、日本ポリウレタン工業株式会社製の「ミリオネート
 ＭＲ－２００」を表す。
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